
○津幡町工事検査成績評定要綱 

平成１８年５月２２日 

津幡町告示第６２号 

（目的） 

第１条 この要綱は、本町が施行する請負工事（以下「工事」という。）の成績評定（以下「評

定」という。）に必要な事項を定め、厳正かつ適確な評定を行うことにより、請負者の適正な

選定及び指導育成に資することを目的とする。 

（評定の対象） 

第２条 評定の対象は、原則として１件の請負金額が５００万円以上の工事について行うものと

する。 

２ 評定の対象とする工事は、本町が発注する河川工事、道路工事、公園緑地工事その他これに

類する工事とする。 

（評定の内容） 

第３条 評定は、工事の施工状況、目的物の品質等について行うものとする。 

（評定者及び評定比） 

第４条 評定を行う者（以下「評定者」という。）は、次に掲げる者とする。 

（１） 第１次評定者 津幡町財務規則（昭和６０年津幡町規則第１号）第１５４条に規定す

る監督員 

（２） 第２次評定者 当該工事を所管する課の担当課長、主幹、副主幹、係長又は専門員 

（３） 第３次評定者 津幡町財務規則第１５５条に規定する検査員 

（評定の方法） 

第５条 評定は、監督、検査等その他必要な事項について、工事ごと、評定者ごとに独立して的

確かつ公正に行うものとする。 

２ 評定は、別に定める工事成績採点表及び細目別評定点採点表により行うものとする。 

（評定の時期） 

第６条 評定の時期は、第１次評定者及び第２次評定者にあっては完了検査実施時に、第３次評

定者にあっては中間検査、完了検査実施時に行うものとする。 

（評価区分） 

第７条 評定の評価区分は、別表のとおりとする。 

（評定の報告） 



第８条 総務部監理課長（以下「監理課長」という。）は、当該工事を所管する課長（以下「所

管課長」という。）から評定の結果の報告を受けたときは、工事検査成績評定一覧表を作成し、

津幡町請負業者選考委員会（以下「選考委員会」という。）に報告するものとする。 

（評定結果の通知） 

第９条 所管課長は、速やかに評定の結果を工事成績評定通知書（様式第１号）により当該工事

の請負者に通知するものとする。 

（説明請求） 

第１０条 前条の規定により回答を受けた者は、通知を受けた日から１４日（休日を含む。以下

同じ。）以内に書面により、通知を行った所管課長に対して評定の内容について説明を求める

ことができる。 

（説明請求に対する回答） 

第１１条 所管課長は、前条の規定により説明を求められたときは、工事成績評定に係る説明書

書面（様式第２号）により回答するものとする。この場合において、所管課長は、選考委員会

に意見を求めることができる。 

（再説明請求） 

第１２条 前条の規定により通知を受けた者は、通知を受けた日から１４日以内に書面により、

通知を行った所管課長に対して再説明を求めることができる。 

（再説明請求に対する回答） 

第１３条 所管課長は、前条により再説明を求められたときは、選考委員会の審議を経て、工事

成績評定に係る再説明書（様式第３号）により回答するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公表の日から施行する。 

（令和５年梅雨前線による大雨に係る災害復旧工事に対する評定の対象工事の特例） 

２ 令和５年梅雨前線による大雨に係る災害復旧工事については、第２条に規定する評定の対象

工事としない。 

（令和６年能登半島地震に係る災害復旧工事に対する評定の対象工事の特例） 

３ 令和６年能登半島地震に係る災害復旧工事については、第２条に規定する評定の対象工事と

しない。 

 



附 則（平成２０年３月１２日津幡町告示第１７号） 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月２２日津幡町告示第１４号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年１１月２７日津幡町告示第１０２号） 

この要綱は、公表の日から施行する。 

附 則（令和７年１月１４日津幡町告示第２号） 

この要綱は、公表の日から施行し、改正後の津幡町工事検査成績評定要綱の規定は、令和６年

１０月１日から適用する。 

別表（第７条関係） 

請負工事成績評定の評価区分表 

区分 評定点の標準値 総合評価 

A ８０点以上 他の模範となる優秀な工事 

B ７５点～８０点未満 標準的な工事の中で優れた工事 

C ６５点～７５点未満 標準的な工事 

D ６０点～６５点未満 今後、改善すべき事項のある工事 

E ６０点未満 今後、指名等に影響を及ぼすおそれのある工事 



 



 



 



様式第１号（第９条関係） 

様式第２号（第１１条関係） 

様式第３号（第１３条関係） 

 


